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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第41期
第２四半期
連結累計期間

第42期
第２四半期
連結累計期間

第41期

会計期間
自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日

自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日

自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日

売上高 (千円) 15,954,210 16,080,472 30,789,599

経常利益 (千円) 519,305 570,173 672,469

四半期(当期)純利益 (千円) 338,295 329,644 324,912

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 372,246 473,230 423,283

純資産額 (千円) 5,536,380 6,044,483 5,557,454

総資産額 (千円) 27,036,516 26,367,121 25,723,743

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 22.85 22.27 21.95

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 20.48 22.91 21.60

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,482,458 431,587 1,398,934

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 25,288 △515,571 22,648

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △330,427 △22,594 △991,497

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,827,926 974,196 1,081,055
 

 

回次
第41期
第２四半期
連結会計期間

第42期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年６月１日
至 平成26年８月31日

自 平成27年６月１日
至 平成27年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 11.52 10.44
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年８月31日）におけるわが国経済は、中国経済をはじ

めとする海外経済動向による下振れ傾向が見受けられる中、雇用・所得は比較的安定しており、景況感の悪化は小

幅にとどまっております。しかし、個人消費面では依然として物価上昇による家計コスト増、消費税増税の影響、

実質所得低下などにより、消費意欲が低下し、先行きの不透明感を払拭できない状況で推移いたしました。

このような経済状況の中、消費者の節約意識は一層強く、ホームセンター事業では苦戦を強いられましたが、

WILD－１事業並びに専門店事業は前年同四半期と比較して伸長し、健闘しております。

これらの結果、売上高は160億80百万円（前年同四半期比0.8％増）、営業利益は７億８百万円（前年同四半期比

5.8％増）、経常利益は５億70百万円（前年同四半期比9.8％増）、四半期純利益は法人税等調整額の増加により３

億29百万円（前年同四半期比2.6％減）となりました。

 

なお、報告セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

〔ホームセンター事業〕

ホームセンター事業につきましては、昨年増税後の消費動向と同様に、日常消費の節約意識は根強く、日用消耗

品、インテリア関連商品は苦戦を強いられました。梅雨明け以降の気温の上昇により主力季節商品である扇風機・

よしず・すだれなどの暑さ対策商品やレジャー関連商品が好調に推移いたしましたが、その反面、厳しい暑さによ

る影響により植物、園芸全般において売上見込みを下回る結果となりました。

これらの結果、営業収益は94億74百万円（前年同四半期比1.7％減）、セグメント利益は３億31百万円（前年同四

半期比11.5％減）となりました。

 

〔WILD－１事業〕

WILD－１事業につきましては、近年にない猛暑や火山活動などの影響で、登山関連品やトレッキング関連商品が

伸び悩みを見せる中、第１四半期に引き続きキャンプ用品が好調な売上を維持しました。事業全体では、客数、客

単価が安定して推移したことにより順調に進捗しております。

これらの結果、営業収益は38億83百万円（前年同四半期比3.0％増）、セグメント利益は３億83百万円（前年同四

半期比11.4％増）となり増収、増益となりました。

 

〔専門店事業〕

専門店事業につきましては、業務スーパー店舗において、円安による仕入商品の値上げや物流コスト上昇などの

経費増加要因がある中、購入年齢層の広がりに伴い新規のお客様が増加し、客単価の向上もあって好調を維持して

おります。業務用の食品販売は、需要期である８月中旬のお盆まで天候に恵まれたため、各地の花火大会やお祭り

などのイベントが順調に開催されたことにより堅調に推移し、売上、利益ともに安定して進捗いたしました。オフ
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ハウス店舗においては、店ごとに個別の企画を実施し、高級時計やブランドバッグ等の高単価商品の訴求を行いま

した。利益率を改善した結果、売上高は昨年に及ばないものの、利益高は前年同四半期と比較して向上いたしまし

た。また、期初より出張買取、接客対応による買取を中心とした販売促進を実施し、付加価値の高い商品仕入れを

実施いたしました。

これらの結果、専門店事業における営業収益は29億17百万円（前年同四半期比6.5％増）、セグメント利益は１億

75百万円（前年同四半期比44.7％増）となり増収、増益となりました。

 

〔店舗開発事業〕

店舗開発事業につきましては、前期と比較して賃貸物件が減少しておりますが、計画どおりに進捗しておりま

す。

店舗開発事業における営業収益は３億32百万円（前年同四半期比8.9％減）、セグメント利益は70百万円（前年同

四半期比0.9％増）となっております。

 

(2) 財政状態の分析

　資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、263億67百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億43百万円の

増加となりました。主な要因としては、現金及び預金の減少１億６百万円及び敷金及び保証金の返還による減少１

億26百万円の減少要因に対し、クレジット売上増に伴う売掛金の増加80百万円、有形固定資産の増加４億75百万円

無形固定資産の増加47百万円及び商品の増加１億31百万円の増加要因によるものであります。

負債は、203億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億56百万円の増加となりました。主な要因としては、

短期借入金の減少96百万円、長期借入金の減少50百万円、退職給付に係る負債の減少79百万円、長期預り敷金保証

金の減少47百万円及びその他の流動負債の減少２億７百万円の減少要因に対し、支払手形及び買掛金の増加４億21

百万円、電子記録債務の増加９百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加２億６百万円及び未払法人税等の増加

44百万円の増加要因によるものであります。

純資産は、60億44百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億87百万円の増加となりました。主な要因として

は、配当金の支払44百万円の減少要因に対し、株式の市場価格の上昇によるその他有価証券評価差額金の増加１億

44百万円及び当第２四半期連結累計期間において四半期純利益３億29百万円を計上したことによるものでありま

す。この結果、当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は22.9％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

１億６百万円減少し、９億74百万円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期に比べ10億50百万円減少し４

億31百万円となりました。主な要因としては、税金等調整前四半期純利益５億76百万円、減価償却費１億76百万円

及び仕入債務の増加額４億31百万円の増加要因に対し、たな卸資産の増加額１億31百万円、売上債権の増加額80百

万円、未払消費税等の減少額２億円及び法人税等の支払額１億72百万円の減少要因によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において投資活動の結果使用した資金は、５億15百万円（前年同四半期は25百万円の

収入）となりました。主な要因としては、敷金及び保証金の回収による収入１億41百万円の増加要因に対し、有形

固定資産の取得による支出５億74百万円、無形固定資産の取得による支出40百万円、敷金及び保証金の差入による

支出14百万円及び預り保証金の返還による支出50百万円の減少要因によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間において財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期に比べ３億７百万円減少し22

百万円となりました。主な要因としては、長期借入れによる収入18億円の増加要因に対し、短期借入金の純減少額

96百万円、長期借入金の返済による支出16億43百万円の減少要因によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 51,000,000

計 51,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,100,000 16,100,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
1,000株

計 16,100,000 16,100,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 

決議年月日 平成27年５月28日

新株予約権の数(個) 454(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株） 45,400(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)
新株予約権の行使により交付を受けることが出来る株
式１株当たりの金額を１円とし、これに付与株式数を
乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間 平成27年６月13日～平成57年６月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   252(注)２
資本組入額 126

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率
 

２．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、こ

れを切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増

加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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３．新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、上記の新株予約権の行使期間において、当社及び当社子会社の取締役、監査役及び執行役

員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日

までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

４．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸

収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式

移転計画において定めた場合に限る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)１に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記③

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対

象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、前記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

(注)２に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

⑧新株予約権の行使条件

(注)３に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得条項

・新株予約権者が権利行使をする前に、(注)３の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約権を行

使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取得する

ことができる。

・当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要

の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で

取得することができる。

イ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

ハ　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得するこ

とについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年８月31日 ― 16,100,000 ― 1,926,000 ― 1,864,000
 

 

(6) 【大株主の状況】

  平成27年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

服部商会株式会社 栃木県宇都宮市滝の原三丁目１番９号 4,359 27.08

服　部　京　子 栃木県宇都宮市 2,915 18.11

千　葉　ゆきえ 千葉県白井市 918 5.71

服　部　正　吉 栃木県宇都宮市 564 3.51

服　部　良　江 栃木県宇都宮市 518 3.22

カンセキ社員持株会 栃木県宇都宮市西川田本町三丁目１番１号 378 2.35

ＤＣＭカーマ株式会社 愛知県刈谷市日高町三丁目411番地 286 1.78

カンセキ取引先持株会 栃木県宇都宮市西川田本町三丁目１番１号 279 1.73

株式会社足利銀行 栃木県宇都宮市桜四丁目１番25号 244 1.52

株式会社栃木銀行 栃木県宇都宮市西二丁目１番18号 231 1.43

計 ― 10,694 66.42
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式1,297千株(8.06％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   1,297,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  14,798,000 14,798 ―

単元未満株式 普通株式       5,000 ― ―

発行済株式総数 16,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,798 ―
 

(注)　単元未満株式には、当社名義の自己株式263株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社カンセキ

栃木県宇都宮市西川田本町
三丁目１番１号

1,297,000 ― 1,297,000 8.06

計 ― 1,297,000 ― 1,297,000 8.06
 

 

２ 【役員の状況】

役職の異動

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
(管理本部長兼経理部長)

常務取締役
(管理本部長兼経理部長)

高橋　利明 平成27年６月１日

常務取締役
(店舗開発部長
兼開発管理課長)

取締役
(店舗開発部長
兼開発管理課長)

梅野　寛実 平成27年６月１日

 

 

EDINET提出書類

株式会社カンセキ(E03179)

四半期報告書

 9/21



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年６月１日から平成

27年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年３月１日から平成27年８月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,143,566 1,036,708

  売掛金 208,770 289,323

  商品 4,766,311 4,897,941

  その他 574,424 621,637

  貸倒引当金 △643 △481

  流動資産合計 6,692,427 6,845,129

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,610,498 3,548,990

   土地 11,757,785 12,250,659

   その他（純額） 194,553 239,041

   有形固定資産合計 15,562,837 16,038,691

  無形固定資産 674,413 721,508

  投資その他の資産   

   敷金及び保証金 2,025,498 1,899,080

   その他 768,567 862,711

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 2,794,065 2,761,791

  固定資産合計 19,031,315 19,521,992

 資産合計 25,723,743 26,367,121

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  2,583,099 3,004,547

  電子記録債務 ※  689,820 699,719

  短期借入金 3,766,100 3,669,600

  1年内返済予定の長期借入金 2,925,183 3,131,826

  未払法人税等 189,365 234,295

  ポイント引当金 210,145 215,407

  その他 ※  961,522 754,451

  流動負債合計 11,325,235 11,709,845

 固定負債   

  長期借入金 7,212,954 7,162,730

  役員退職慰労引当金 28,340 28,340

  退職給付に係る負債 630,082 550,173

  資産除去債務 120,008 120,857

  長期預り敷金保証金 451,305 403,960

  その他 398,362 346,731

  固定負債合計 8,841,053 8,612,792

 負債合計 20,166,289 20,322,638
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,926,000 1,926,000

  資本剰余金 1,864,000 1,864,000

  利益剰余金 1,803,005 2,143,587

  自己株式 △232,567 △232,567

  株主資本合計 5,360,438 5,701,020

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 204,370 349,358

  繰延ヘッジ損益 405 60

  退職給付に係る調整累計額 △7,758 △8,816

  その他の包括利益累計額合計 197,016 340,602

 新株予約権 － 2,860

 純資産合計 5,557,454 6,044,483

負債純資産合計 25,723,743 26,367,121
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
　至 平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年８月31日)

売上高 15,954,210 16,080,472

売上原価 11,336,450 11,435,640

売上総利益 4,617,760 4,644,832

営業収入 571,391 543,042

営業総利益 5,189,151 5,187,874

販売費及び一般管理費 ※  4,519,262 ※  4,479,129

営業利益 669,889 708,744

営業外収益   

 受取利息 325 526

 受取配当金 6,221 7,087

 受取保険金 5,237 3,250

 その他 1,479 5,445

 営業外収益合計 13,263 16,310

営業外費用   

 支払利息 163,671 153,403

 その他 176 1,476

 営業外費用合計 163,847 154,880

経常利益 519,305 570,173

特別利益   

 固定資産売却益 20 －

 投資有価証券売却益 － 21,346

 賃貸借契約解約益 16,096 －

 受取保険金 20,000 －

 特別利益合計 36,116 21,346

特別損失   

 固定資産除売却損 4,771 14,678

 投資有価証券評価損 126 －

 その他 7 －

 特別損失合計 4,906 14,678

税金等調整前四半期純利益 550,514 576,841

法人税、住民税及び事業税 206,842 216,896

法人税等調整額 5,376 30,300

法人税等合計 212,218 247,197

少数株主損益調整前四半期純利益 338,295 329,644

四半期純利益 338,295 329,644
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
　至 平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 338,295 329,644

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 33,577 144,988

 繰延ヘッジ損益 373 △344

 退職給付に係る調整額 － △1,057

 その他の包括利益合計 33,950 143,586

四半期包括利益 372,246 473,230

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 372,246 473,230
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
　至 平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 550,514 576,841

 減価償却費 195,550 176,742

 支払利息 163,671 153,403

 固定資産除売却損益（△は益） 4,751 14,678

 投資有価証券売却損益（△は益） － △21,346

 たな卸資産の増減額（△は増加） △89,271 △131,134

 売上債権の増減額（△は増加） △96,583 △80,553

 仕入債務の増減額（△は減少） 794,728 431,345

 未払消費税等の増減額（△は減少） 153,207 △200,583

 その他 12,060 △165,776

 小計 1,688,629 753,618

 利息及び配当金の受取額 6,546 7,613

 利息の支払額 △152,735 △157,211

 法人税等の支払額 △59,982 △172,433

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,482,458 431,587

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △26,554 △574,864

 有形固定資産の売却による収入 － 1,970

 無形固定資産の取得による支出 △1,511 △40,181

 投資有価証券の売却による収入 － 22,688

 敷金及び保証金の差入による支出 △20,004 △14,940

 敷金及び保証金の回収による収入 119,688 141,497

 預り保証金の返還による支出 △41,399 △50,047

 その他 △4,930 △1,693

 投資活動によるキャッシュ・フロー 25,288 △515,571

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 114,204 △96,500

 長期借入れによる収入 1,100,000 1,800,000

 長期借入金の返済による支出 △1,470,327 △1,643,581

 その他 △74,304 △82,513

 財務活動によるキャッシュ・フロー △330,427 △22,594

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △279

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,177,313 △106,858

現金及び現金同等物の期首残高 650,612 1,081,055

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,827,926 ※  974,196
 

EDINET提出書類

株式会社カンセキ(E03179)

四半期報告書

15/21



【注記事項】

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数を基礎とする方法から退職給付の支払見込み期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方

法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が85,648千円減少し、利益剰余金が55,346

千円増加しております。なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四

半期純利益に与える影響は軽微であります。

　

(四半期連結連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務

四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形及び電子記録債務

が、連結会計年度末残高に含まれております。

　

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

支払手形及び買掛金 94,886千円 ―千円

電子記録債務 69,951 〃 ― 〃

流動負債「その他」
（設備関係支払手形）

2,295 〃 ― 〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日)

給料及び手当 1,586,052千円 1,587,526千円

退職給付費用 138,249 〃 123,035 〃

地代家賃 957,542 〃 922,094 〃

貸倒引当金繰入額 427 〃 △161 〃

ポイント引当金繰入額 △12,980 〃 5,262 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日)

現金及び預金 1,890,437千円 1,036,708千円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△62,511 〃 △62,511〃

現金及び現金同等物 1,827,926千円 974,196千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日
定時株主総会

普通株式 29,605 2.00 平成26年２月28日 平成26年５月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月10日
取締役会

普通株式 22,204 1.50 平成26年８月31日 平成26年11月７日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年３月１日 至 平成27年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日
定時株主総会

普通株式 44,408 3.00 平成27年２月28日 平成27年５月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月９日
取締役会

普通株式 29,605 2.00 平成27年８月31日 平成27年11月９日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連

結損益計

算書計上

額(注)３
ホームセン

ター
WILD－１ 専門店 店舗開発 計

営業収益          

 外部顧客への営業収益 9,638,124 3,769,791 2,738,458 365,626 16,512,000 13,601 16,525,601 ― 16,525,601

 セグメント間の内部

 営業収益又は振替高
― ― ― 6,534 6,534 32,109 38,643 △38,643 ―

計 9,638,124 3,769,791 2,738,458 372,160 16,518,534 45,711 16,564,245 △38,643 16,525,601

セグメント利益 374,763 344,194 121,576 70,010 910,544 10,211 920,756 △250,867 669,889
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業及び保険代理店事業等

を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△250,867千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△250,867千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年３月１日 至 平成27年８月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

   (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連

結損益計

算書計上

額(注)３
ホームセン

ター
WILD－１ 専門店 店舗開発 計

営業収益          

 外部顧客への営業収益 9,474,218 3,883,180 2,917,213 332,972 16,607,583 15,930 16,623,514 ― 16,623,514

 セグメント間の内部

 営業収益又は振替高
― ― ― 6,534 6,534 29,400 35,934 △35,934 ―

計 9,474,218 3,883,180 2,917,213 339,506 16,614,117 45,330 16,659,448 △35,934 16,623,514

セグメント利益 331,815 383,266 175,881 70,615 961,579 13,245 974,825 △266,081 708,744
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業及び保険代理店事業等

を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額△266,081千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△266,081千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した

ことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。なお、これによ

る各事業セグメント利益への影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額 22円85銭 22円27銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(千円) 338,295 329,644

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 338,295 329,644

普通株式の期中平均株式数(株) 14,802,737 14,802,737
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 

第42期（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）中間配当について、平成27年10月９日開催の取締役会にお

いて、平成27年８月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　29,605千円

②　１株当たりの金額      　                     ２円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成27年11月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成２７年１０月１４日

株式会社　カ　ン　セ　キ

　取　締　役　会 　御　中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　新　居　伸　浩　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　鳥　羽　正　浩　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カ

ンセキの平成２７年３月１日から平成２８年２月２９日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成２７年６月

１日から平成２７年８月３１日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２７年３月１日から平成２７年８月３１日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、

四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カンセキ及び連結子会社の平成２７年８月３１日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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